
























































































































































目  的

 本邦における周産期医学の進歩は近年目覚ましい。ことに周産期死亡率は、死産率及び

早期新生児死亡率が共に低下した結果、世界的に見ても最高水準に到達した。一方で、妊

産婦死亡率については以前よりは確実に低下しつつあるものの、欧米の先進諸国と比較し

てみると日本は未だに率が高い。本邦における妊産婦死亡の現状を実際の症例を調査して

把握し、分析して防止のための施策を検討し周知させることが急務と考えられる。

  また、年間の妊産婦死亡数は生殖年齢層の女性の数や妊産婦数に比較すると非常に少な

い数であるために、妊産婦死亡率の数値は死亡診断書への病名記載方法や統計処理など集

計方法によっても大きく影響を受けるものと思われる。従って、妊産婦死亡統計の実態を

各国と比較することで日本の現状をより正確に把握することも必要である。

  さらに、諸外国と日本の周産期医療システムを比較することで、本邦の周産期医療シス

テムに根本的な問題がないかどうかを検討することも重要である。もしも間題があるとす

れば、それが妊産婦死亡率が高い原因であるか否かを分析する必要がある。すなわち、そ

の間題点か実際の症例における死亡の原因に合致しているかどうかを検討して、システム

が原因であれば問題点を解消し得るような新しい周産期医療システムの方向性を示さねば

ならない。

  以上より、妊産婦死亡の実際例における産科診療上の問題点とその改善策を明らかにす

ること、及び、本邦の周産期医療システム上の問題点を明らかにして今後の整備事業に資

することを本研究の目的とした。


